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～米国の関税引き上げにおいて気を付けるべき業種～
足許では、トランプ政権による関税引き上げの報道が注目を集めている。これを機に、改めて、日

本の対米輸出品目のウェイトを確認した。なお、2024年通年の輸出金額をもとに集計した。

当然のことながら、大まかなカテゴリーで言えば、運輸（自動車や自動車部品がほとんどを占め
る）や電気機器、機械のウェイトが大きいことがわかった。なお、機械のなかでは原動機や建設用機
械器具のウェイトが相応にあった。ちなみに、昨今、鉄鋼やアルミ製品の関税が騒がれているが、鉄
鋼と非鉄金属については合計で約2％であった。

また、株価への影響を考慮するために、東証33業種について、各業種における北米売上比率を計
算してみた。なお、対象はTOPIX500に含まれる銘柄としている。北米売上比率は各銘柄の時価総
額をもとに加重平均した値である。データ制約の観点から米国ではなく北米としている。上位業種は、
ゴム製品、輸送用機器、その他製品であった。もっとも、これらは現地生産・現地販売で関税がかか
らないものも含まれているだろうから、関税の影響を思いのほか受けないということも考えられる。
詳しくは、個別企業の分析が必要になるが、ここではそこまでは立ち入らない。

ただ、大まかなイメージはこうして集計することで把握できるだろう。当然のことながら、外需関連
株には厳しそうだ。

出所（グラフ）： BloombergよりT&Dアセットマネジメントが作成

出所（表）： (株)JPX総研、BloombergよりT&Dアセットマネジメントが作成

（表）北米売上比率の上位業種

注：取得可能な各社の直近年度のデータを使用

注：データの開示等がなく、データ取得制約がある場合は0％として計算

商号：T&Dアセットマネジメント株式会社
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加入協会：一般社団法人投資信託協会
加入協会：一般社団法人日本投資顧問業協会

順位 業種名
北米売上比率
（時価総額加重平均）

1 ｺﾞﾑ製品 47%

2 輸送用機器 36%

3 その他製品 31%

4 精密機器 24%

5 医薬品 24%

6 機械 23%

7 非鉄金属 23%

8 銀行業 22%

9 電気機器 18%

10 ｶﾞﾗｽ･土石製品 16%

（グラフ）米国向け輸出品目別ウェイト

注：2024年通年のデータを使用


